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○栗原市建設工事に係る競争入札の参加資格承認等に関する要綱 

平成２０年１月２１日 

告示第７号 

改正 平成３０年３月３０日告示第８８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、栗原市建設工事執行規則（平成１７年栗原市規則第１７４号。

以下「規則」という。）第４条第３項、第５条第５項及び第５条の２第２項の規定

に基づき、市が発注する建設工事の請負に係る一般競争入札又は指名競争入札（以

下「競争入札」という。）に参加するため、市長の承認（以下「入札参加資格承認」

という。）を受けようとする者（規則第５条第２項に規定する入札参加資格承認を

受けようとする者を含む。以下「申請者」という。）及び入札参加資格承認を受け

た者であって、入札参加資格承認に係る建設業の種類の追加の承認（以下「入札参

加業種追加資格承認」という。）を受けようとするもの（以下「追加資格承認申請

者」という。）に必要な資格（以下「参加資格」という。）、入札参加資格承認、

入札参加業種追加資格承認の申請等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（参加資格） 

第２条 申請者は、規則第４条第２項に定めるもののほか、次の各号のいずれにも該

当しない者でなければならない。 

(1) 契約を締結する能力を有しない者（契約締結のために必要な同意を得ている被

補助人、被保佐人又は未成年者を除く。）及び破産者で復権を得ないもの 

(2) 参加資格を有する者であって、第１７条第１項の規定による入札参加資格承認

の取消しを受け、同条第３項に規定する期間（以下「入札参加資格喪失期間」と

いう。）を経過していない者（第５条第２項の規定の適用がある者を除く。） 

(3) 参加資格を有しない者が第１７条第１項第４号に該当する行為をした日から

２年を経過していない場合であって、不適当であると市長が認める者（前号に掲

げる者を除く。） 

(4) 市長が別に定める国税及び地方税を完納していない者 

(5) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が、代表取締役

（個人が事業を行う場合には、その代表）として会社を経営し、又は取締役その

他の役員として会社運営に関与し、若しくは実質的に経営を支配していることが

判明した者 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める者 

（承認等を行う時期） 

第３条 市長は、規則第５条第１項の規定により、入札参加資格承認を隔年ごとに行

うものとする。ただし、規則第５条第２項に規定する入札参加資格承認（以下「随

時入札参加資格承認」という。）及び規則第５条の２第１項に規定する入札参加業

種追加資格承認は、毎年度４月、７月、１０月又は１月の初日（以下「承認日」と
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いう。）に行うものとする。 

（入札参加資格承認等の申請） 

第４条 申請者は、建設工事入札参加資格承認等審査申請書（様式第１号）（以下「申

請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 経営事項審査に伴う総合評定値通知書（審査基準日が別に定める期間内のもの

に限る。） 

(2) 市長が別に定める国税及び地方税の納税証明書 

(3) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条の規定による営業停止処分又

は指示処分を受けた場合には、その通知書の写し 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 追加資格承認申請者は、建設工事入札参加資格承認業種追加申請書（様式第２号）

（以下「追加申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 入札参加業種追加資格承認を受けようとする建設業の種類に係る経営事項審

査に伴う総合評定通知書（審査基準日が別に定める期間内のものに限る。） 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 市長は、必要に応じて、申請者又は追加資格承認申請者に対し、第６条の規定に

よる審査に必要な書類の提出を求めることができる。 

（申請書の受付時期） 

第５条 入札参加資格承認の申請は、入札参加資格承認を行う日の属する年度の前年

度の１月１０日から２月末日までの間で、市長が別に定める期間に行うものとする。 

２ 随時入札参加資格承認の申請（以下「随時申請書」という。）は、第３条に規定

する当該入札参加資格承認を行う日の１箇月前まで行うものとする。 

（参加資格の審査等） 

第６条 市長は、申請書、追加申請書又は随時申請書の提出があったときは、その内

容を審査し、承認すると決定したときは、建設工事入札参加資格承認通知書（様式

第３号）を、承認しないと決定したときは、建設工事入札参加資格不承認書（様式

第４号）を申請者に送付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により承認すると決定した者（以下「資格承認者」という。）

を遅滞なく、建設工事競争入札参加資格承認者名簿（様式第５号）に登録しなけれ

ばならない。 

（平３０告示８８・一部改正） 

（評点） 

第７条 市長は、規則第５条第１項の規定による入札参加資格承認において、前条の

規定により参加資格を承認したときは、次に掲げる事項について算定し、評点を付

与するものとする。 

(1) 経営に関する客観的事項 建設業法第２７条の２３第３項に規定する経営事

項審査の項目 
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(2) 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項 

（等級格付等） 

第８条 市長は、第６条第１項の審査の結果に基づき参加資格を承認したときは、栗

原市建設工事等の競争入札参加者資格を定める基準（平成１７年栗原市告示第１３

３号）別表第１の左欄に掲げる発注工事の種類及び同表の右欄に掲げる条件に応じ、

それぞれ同表の中欄に掲げる等級に区分するものとする。 

２ 市長は、資格承認者を前項、第９条第１項、第１０条第１項及び第１１条第１項

の規定により区分された等級に基づき、栗原市建設工事等の競争入札参加者資格を

定める基準別表第２の左欄に掲げる発注工事の種類及び同表の中欄に掲げる等級に

応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる請負工事金額の範囲に定める請負工事の入札に

参加させるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認める場合は当該等級以外の

等級に属する資格承認者を承認された等級以外の等級の請負工事金額の範囲に定め

る請負工事の入札に参加させることができるものとする。 

（評点及び等級格付の変更） 

第９条 市長は、規則第５条第１項に規定する入札参加資格承認を行わない年度の４

月１日に資格承認者の評点及び等級格付の変更を行い、当該資格承認者に対し、建

設工事入札参加資格承認変更通知書（様式第６号）を交付するものとする。 

２ 資格承認者は、前項に規定する評点及び等級格付の変更を行う日の１箇月前まで

に第４条第１項第１号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

３ 第７条及び前条第１項の規定は、前項に規定する評点の付与及び等級格付の変更

に準用する。 

（随時入札参加資格承認における評点等） 

第１０条 市長は、随時入札参加資格承認において第６条第１項の規定により参加資

格を承認したときは、評点を付与し、等級格付を行うものとする。 

２ 第７条及び第８条第１項の規定は、前項に規定する評点の付与及び等級格付に準

用する。 

（入札参加業種追加資格承認における等級格付） 

第１１条 市長は、第６条第１項の規定により入札参加業種追加資格承認をしたとき

は、等級格付を行うものとする。 

２ 第８条第１項の規定は、前項に規定する等級格付に準用する。 

（平３０告示８８・一部改正） 

（変更届） 

第１２条 資格承認者は、次に掲げる事項について変更があったときは、その事実を

証する書類を添えて、遅滞なく、入札参加資格登録変更届（様式第７号）を市長に

提出しなければならない。 

(1) 商号又は名称 

(2) 住所又は所在地 
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(3) 代表者又は受任者の氏名 

(4) 電話番号及びファクシミリ番号 

(5) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（平３０告示８８・一部改正） 

（入札参加資格承認資格喪失届） 

第１３条 資格承認者で規則第５条第４項の有効期間が満了していない者（以下「有

資格者」という。）が、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該

各号に定める者は、次条に規定する参加資格の承継申請を行う場合を除き、速やか

に、入札参加資格喪失届（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

(1) 第２条第１号に該当したとき。 成年後見人等 

(2) 有資格者が死亡したとき。 その相続人 

(3) 合併により消滅したとき。 その役員であった者 

(4) 破産手続開始の決定により解散したとき。 その破産管財人 

(5) 特別清算が開始されたとき。 その精算人 

(6) 合併又は破産手続開始の決定以外の理由により解散したとき。 その精算人 

(7) 参加資格の承認を受けた業種の営業を廃止したとき。 有資格者 

（平３０告示８８・一部改正） 

（参加資格の承継） 

第１４条 有資格者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各号

に定める者（当該者が第２条各号のいずれにも該当しない場合に限る。）は、市長

の承認を受けて、参加資格を承継することができる。 

(1) 有資格者が死亡したとき。 その相続人 

(2) 法人を設立したとき。 その法人 

(3) 企業再編を行い、分割又は事業譲渡によりその事業の全部を承継したとき。 

建設業を承継した法人 

(4) 企業再編を行い、合併したとき。 合併後の法人 

２ 前項の承認を受けようとする者（以下「承継申請者」という。）は、参加資格の

承認の原因を証する書面を添えて、入札参加資格承継申請書（様式第９号）を市長

に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、承認すると決定したと

きは、建設工事入札参加資格承継承認書（様式第１０号）を、承認しないと決定し

たときは、建設工事入札参加資格承継不承認書（様式第１１号）を承継申請者に送

付するものとする。 

４ 参加資格の承継の承認を受けた者の参加資格の有効期間は、当該参加資格の被承

継者の有効期間とする。 

（平３０告示８８・一部改正） 

（合併後の評点等） 

第１５条 市長は、前条第１項第３号に規定する事業を承継した有資格者又は同項第
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４号に規定する合併後の法人の有資格者は、新たに評点及び等級格付を受けること

ができる。 

２ 前項の新たに評点及び等級格付を受けようとする有資格者は、建設工事入札参加

資格承認再評点申請書（様式第１２号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

３ 第７条及び第８条第１項の規定は、前項に規定する評点の付与及び等級格付に準

用する。 

（申請の特例） 

第１６条 次条第１項第４号の規定により入札参加資格承認を取り消された者で、参

加資格を制限された期間が満了する日の翌日以後の競争入札に参加するためにその

日の属する年度に係る参加資格の承認を受けようとするものは、当該参加資格の制

限を受けている期間内であっても、第３条に規定する期間内において、当該年度に

係る参加資格の承認の申請を行うことができる。 

（入札参加資格承認の取消し等） 

第１７条 市長は、有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、参加資格を取

り消すものとする。 

(1) 第１３条各号のいずれかに該当することとなった後に届出がなかったとき。 

(2) 契約の履行に当たり、故意に工事を粗雑にしたとき。 

(3) 詐欺その他不正な手段により有資格者となったとき。 

(4) 次のいずれかに該当する行為を行ったことが判明し、第１９条第１項の規定に

よる資格の制限を受けたとき。 

ア 刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３第１項に規定する競売入札妨

害若しくは同条第２項に規定する談合又は同法第１９８条に規定する贈賄 

イ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）

第３条又は第８条第１項第１号に違反する行為 

(5) 第２条第５号に該当すると判明したとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により入札参加資格承認を取り消したときは、建設工事入札

参加資格承認取消通知書（様式第１３号）により、参加資格を取り消された者に通

知するものとする。 

３ 入札参加資格承認を取り消された者は、前項の通知があった日から２年間（第１

項第４号に該当する場合は、競争入札に参加する資格の制限を受けた期間）は、入

札参加資格を失う。 

４ 第１項第３号又は第５号により入札参加資格承認を取り消された者は、参加資格

喪失期間中、市が発注する工事等を下請し、又は受託することができない。 

（平３０告示８８・一部改正） 

（資格承認の抹消） 

第１８条 市長は、第１３条に規定する届出書を受理したとき、又は前条第１項の規
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定により参加資格を取り消したときは、建設工事競争入札参加資格承認者名簿から

当該有資格者の登録を抹消しなければならない。 

（参加資格の制限） 

第１９条 市長は、有資格者が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６

７条の４第２項各号のいずれかに該当する事実が判明したときは、別に定めるとこ

ろにより、当該有資格者に対し競争入札に参加する資格の制限（以下「資格制限」

という。）を行うことができる。 

２ 市長は、資格制限を行うときは、あらかじめ、栗原市工事請負業者選定委員会に

おいて審議するものとする。 

３ 市長は、資格制限を行うときは、理由を付してその旨を当該資格承認業者に通知

しなければならない。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、参加資格に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に参加資格を受けている者は、当該参加資格の有効期間が

満了する日までの間は、第６条の規定による参加資格の承認の決定を受けた者とみ

なす。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第８８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の栗原市建設工事に係る競争入札の参加資格承認等に関する要綱の規定に

よる様式で、取扱上著しく支障のないものについては、当分の間、改正後の栗原市

建設工事に係る競争入札の参加資格承認等に関する要綱の規定による様式とみなす。 
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様式 略 

 


